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３-１　国策研究会
七博士の再奮起
　以上に見てきた尾崎行雄の軍備制限論、石橋湛山の軍備撤廃・植民地放棄論、田川大吉郎の平和
論には、いずれも国際社会の平和、人類の全体利益を追求する国際主義の色彩があり、日本軍国主
義を批判し、国としての自己反省、自己規制、率先の行動を求める特徴が見られる。以下では、日
本の「国益」「国策」「国論」を前面に押し出す保守的「国策研究会」の主張と活動を見てみよう。
　この組織は、「対外硬派」の「七博士」を看板に飾り、挙国一致の與論と国策の誘導、創出をめ
ざす政策的団体で、黒幕には、貴族院各派勢力の影があった。
　かつて日露開戦前、「七博士建白事件」１で知られる戸水寛人ら知識人は、対露同志会（一九〇
三年成立）の結束を刺激し、政府に圧力を掛け與論を対露開戦に導いた。日露戦後、活動が停止し
ていたが、ワシントン軍縮会議の参加問題が世の中で騒がれると、国権を守り、国論を統一、誘導
すべく、再び結集する動きを見せ始めた。「七博士」は日本の対外硬派の代名詞にもなっていた。
　実は、「運動」の規模まで行かないが、「七博士」の決起はこれより三年前、シベリア出兵の時も
あった。国内に出兵支持の與論を起こすため「寺尾、添田、戸水、高橋、建部、松波、中村、仁井
田、志田の九博士慨然国家の急に応じ百年の大計を定めんと欲して時々集会して研鑽を積」み、そ
の活動成果は一九一八年四月発行の宣伝冊子『出兵論』２である。冊子の発行者、大谷誠夫（1870～？）
こそ、七博士（実際九博士）の再決起を仕掛けた人物である。巻頭において大谷は「不肖幸に諸博
士の知遇を辱うするの関係と昨秋以来此の問題に心血を濺げるの縁故とを以て幾許か犬馬の労を執
り…今諸博士の意見を一括し之を剞劂に附」す、と決起の経緯を記している。大谷は鳥取出身の
ジャーナリストで、都新聞の元主筆である。記者時代の一九〇五年九月、日比谷焼打事件の時、暴
徒化した「講和問題同志連合会」のリーダーの一人で警察に拘束された経験があり３、一〇月一八
日結成した「国民倶楽部」（対露同志会の後身）の発起人でもあった４。七博士との縁はこの時か
らである。のち日韓併合、師団増設問題、対支懇談会５（一九一六年）の結成などにも暗躍した、
熱烈な対外硬派の国権論者である。
　『出兵論』には、建部遯吾の「帝国の所信を宣明す」を先頭に、八博士が出兵支持の文章を寄せ
ていたが、仁井田益太郎博士が多忙のため「適当の手段を以て適当の時期に日本が西比利亜に干渉
するの必要あり」とのコメントのみ寄せていた（一〇三頁）。この冊子が頒布されてまもなく、一
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A.タタリノフ『レクシコン』注釈４（К～Л）　　江口泰生
付記：平成26年～平成28年度科研費、基盤研究（ｃ）-（課題番号26370536）「十八世紀青森下北方
言を反映するタタリノフ『レキシコン』についての文献方言史的研究」の支援を受けた。記して感
謝申し上げる。
 （えぐちやすお　岡山大学大学院社会文化科学研究科）
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かれ十分に討議した上で成果を得たならば更に範囲を拡大して国論の統一を図り政府を鞭撻すると
共に全国に宣伝し国民的大運動を起す予定である」と新聞に報じられている11。
　「七博士」の顔ぶれは、高橋作衛を除いて、昨年尼港事件時のメンバーと同じであるが、今度の
場合、主張、立場が一致しているわけではなかった。中心人物の添田寿一は、この時日本国際聯盟
協会の副会長の職にあり、ワシントン会議の成功と軍縮促進の立場にいる人物であった12。添田は
一次大戦の惨禍を見てから、対外硬の姿勢を改め、国際聯盟協会の役目を負ってから、さらに国際
協調主義の立場を強めた13。八月一四日朝日新聞社主催の「太平洋問題講演会」において、米国の
真意に疑問、警戒心を抱きつつもその軍備制限の提案に賛意を表し、「列国が真の平和を要求する
以上は軍備に制限の必要はなく寧ろ全廃すべきにあらずや」、「斯くして日本の正義と人道に忠実な
る所以を世界に表明するの必要あり」と平和主義の立場を表明している14。
　ワシントン会議に際して、日本の既得権益問題で強硬姿勢を示しかつ活動していたのは、この際、
建部遯吾と寺尾亨両博士だけであるが15、後で見るように二人は七博士の看板を飾る「国策研究会」
と一線を画し、むしろ右翼の圧力団体「華盛頓会議国民連合会」で活躍することになる。
　発起人の仁井田博士（東京帝大・民法）は、新聞の電話取材に対して、
　「太平洋問題と言っても要するに対支問題が主要であるが現在の日本の如く右手に支那の咽喉を
締めながら左手で親善を振翳した所でそんな親善が成立する筈がない、…自分の国だけ利益を占め
ようと云う考えを捨てない限り日支親善も机上の空論に過ぎない」。軍備についても「日米両国は
決して戦争を為すべき間柄でないから虚心坦懐、門戸開放、機会均等を図り且軍備の縮少に就ても
双手を挙げて賛成すべきだと思う」と答え、また「行詰った今日の日本に取って今回の会議は夫れ
を展開すべき絶好の機会である、国民も此際慎重に我国の現状に鑑み一新生面を開くように進退し
なければならぬ」と述べた16。
　仁井田博士は、この一年あまり前の尼港事件時、自衛上「撤兵は断じて不可」と主張していた17
だけに、このような変化には眼を見張るものがあろう。
　ようするに、日露戦争前で開戦の與論を煽った昔日の「七博士」と打って変わり、今度は「七博
士」が担ぎ出されても、一致する国権論、強硬論が見られない。ベルサイユ会議以降の孤立から脱
出するため、中国問題での譲歩、反省、軍縮における日米間の歩み寄り、アメリカの門戸開放、機
会均等原則の支持、および世界における米国の役割への期待感などが、添田、仁井田両博士の発言
から窺える。
　仁井田の発言は果たして七博士を代表できるか。第一回の会合は、一九二一年八月二六日午後四
時、麹町富士見軒で開かれた。七博士の外、出席者は「佐々木行忠侯、川村鉄太郎伯、宇佐川、山
根、蒔村、□原、池田、佐竹、石本、東郷各男、勝田主計、岡田良平、阪本釤之助氏等の貴族院議
員、杉村陽太郎（外交官）、今岡純一郎（造船界）、鵜沢総明、永井柳太郎、尾崎敬義の諸氏五十余
名」であった。福原俊丸と西原亀三が密謀した通り、メンバーのほとんどは華族、国会議員、大学
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九一八年七月、日本政府は出兵を決定したが、大谷もそれなりに、自分の與論工作の手応えに満足
したと思われる。
　一九二〇年三月から尼港事件が起こると、大谷誠夫は再び「七博士」を担ぎだす工作に乗り出し、
添田寿一、仁井田益太郎、戸水寛人、副島義一、建部遯吾、田中萃一郎、松波仁一郎ら七博士から
シベリア増兵論を集め、『ニ港問題に関し普く国民に檄す』という冊子に編集して「三十万部を印
刷し各新聞雑誌社、各官公衙、各学校及び政治、実業其他朝野各階級の有識者に配付」した。大掛
かりの宣伝活動なので、スポンサーとして大谷が動員したのは「曙会」の三浦良次であった。三浦
は日魯漁業の専務取締役社長で「曙」は該社の缶詰ブランドからとった字であり、政治活動の記録
は残されていない。本人が執筆した巻頭語「是れ国際的公理なり」の論調を見れば、漁業利権を主
張する対露硬派だとわかる。
　冊子は建部遯吾の「一刻も早く早く増兵せよ」、仁井田益太郎の「撤兵は断じて不可」を先頭とし、
三番目に載せたのは添田寿一が執筆し、他七博士及び仕掛け人大谷誠夫も連署した「撤兵の非なる」
を訴える「宣言」書（檄文）である６。京都府知事馬淵鋭太郎の報告によると、この「宣言」文は
すでに六月二三日、対露同盟会の名義で全国各地に配られたようであった７。今度の檄文作成につ
き、八博士の集会はあったか、定かでないが、大谷は「犬馬の労」をとり、八博士、曙会の間で駆
けまわり、資金、論稿を集めて冊子を作り、送付したのではないかと考えられよう。
　三〇万という発行部数と原敬首相、加藤高明、大隈重信、犬養毅らの短いコメントも添えたこと
からみて、大谷誠夫が仕掛けたロシア革命政府膺懲、増兵論という「七博士」與論工作はまたもや
成功したかのように見える。
竜頭蛇尾の国論工作
　日本がワシントン会議に書面で招請された一九二一年八月、軍縮と太平洋問題に対して国民の奮
起を促すべく、「七博士」を担ぎ出す動きが再び現れた。大阪毎日新聞の報道によると「今回仁井
田益太郎、戸水寛人、建部遯吾、添田寿一、中村進午、松波仁一郎、寺尾亨氏等の所謂七博士が発
起人となり太平洋会議の研究を目的として国民的運動を起さんとする計画が熟じて愈々来る二十六
日午後四時から富士見軒で初会を催す筈」だ、という８。
　一方、前回と同様、「七博士」とは対外硬の與論看板に過ぎず、黒幕は、実業家の西原亀三及び
貴族院公正会の福原俊丸（男爵）であった。西原亀三の八月九日の日記が曰く「這般来計画中の太
平洋会議に関し帝国の與論を一定する為、貴族院議員・学者・新聞記者・実業家並に有志者の会合
を催すべき其主催者を学者に嘱すべき協議を遂け、福原男爵より徳川公其他と協議賛成の旨電信あ
り。其計画に着手す」９。
　帝国の與論を一致させるため「学者」（七博士）を担ぎ出す、という。翌日西原は添田寿一博士
を訪ね「主催」を依頼し、一二日、福原、西原が添田博士邸で会見し、二六日の会合が決まり、一
六日、「徳川公外壱百三十九名に案内状を発送」した10。計画では「二十六日以後数回継続して開
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竜頭蛇尾の国論工作
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日午後四時から富士見軒で初会を催す筈」だ、という８。
　一方、前回と同様、「七博士」とは対外硬の與論看板に過ぎず、黒幕は、実業家の西原亀三及び
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を訪ね「主催」を依頼し、一二日、福原、西原が添田博士邸で会見し、二六日の会合が決まり、一
六日、「徳川公外壱百三十九名に案内状を発送」した10。計画では「二十六日以後数回継続して開
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　そして、発起人会は九月一六日日本倶楽部において総会を開き、会名を「国策研究会」と定め、
同時に植原悦二郎起草の「綱領」を発表した21。
　総会の参加者には、寺尾、添田、仁井田、戸水、山田各博士、宇佐川、坂本（俊）、野村、福原、
佐竹、毛利、池田、石黒、勝田、上山、山内、斯波、内田、加藤（恒）各貴族院議員其他三〇余名
が集まり、主として「綱領」について討議し、「広く国内の与論喚起に努むると共に右綱領等は翻
訳して米国其他にも大に宣伝し飽迄所期の目的を貫徹すること及び之等の実行其他機宜の処置に付
ては特別委員を選定して其任に当たらしむることを申合せ」た。
　綱領には、米国の軍縮制限企画に対する「満腔賛意」、侵略主義の放棄、「極東平和の維持を究極
の目的とし」、「機会均等及び門戸開放」の支持、「世界凡ての国土に対しても亦此の原則の実現を
要望す」、国際聯盟の「健全なる発達」および「華府会議の成功を希望す」という大原則の下で、
さらに次のような具体的立場を示した。
　一、軍備問題
　　軍備は各国の地理国情に鑑み其自衛上必要なる限度まで縮小すべきこと 
　二、支那問題 
　　 支那の主権は尊重し領土を保全し門戸開放機会均等の実を挙げ併せて法権税権の快［回］復を
期し国内の統一と四億民衆の福祉増進のために最善の努力を為すこと 
　三、西比利亜問題 
　　 西比利亜に関しては露国国民の自治権を尊重し且つ其経済的復興と安寧秩序の維持とに関し最
善の策を講ずること 
　四、太平洋問題 
　　イ、太平洋の諸島嶼に領土保全主義を適用し其防備を撤廃すること 
　　ロ、太平洋を通じて門戸開放主義を実行すること 
　　ハ、巴奈馬運河を中立とすること 
　五、通商航海問題 
　　イ、通商、航海に関し自由主義を採用すること 
　　ロ、沿岸貿易に関する制限を撤廃すること 
　六、其他の問題 
　　人種問題其他国際間の案件は凡て人類共存の原則と正義人道の精神に基きて解決すること22
　さすがに植原の草案で、綱領の文面を見る限り、一、軍縮支持、二、中国問題での譲歩（留保し
ない）、三、シベリア問題の不干渉、四、門戸開放主義支持の主張を読み取れ、大方針においては
尾崎行雄の軍縮論に比べて少しも遜色のないものであるといえよう。急進的軍縮論の主張者石橋湛
山でさえ「大体に於て結構と云えよう。七博士主催の会合にして此決議あり、以て時勢の変を察す
るに足るとでも云うべきか」、と評価している23。果たして石橋はこの綱領の執筆者は、親友、同
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教授といった上流階層の顔ぶれであった。
　先ず添田寿一が発起人を代表して挨拶し、つづいて座長を宇佐川一正（退役軍人、男爵）に推し
てから、演説会に移った18。
　一番に立つ寺尾亨は、会議に際して国民の慎重な態度と他国への善意を要請し、「此問題を考察
するに当って徒らに忖度を逞うし他国の思い及ばざる点までも揣摩する事は宜くない、即ち寧ろ善
意に解するを可とする。支那の正当な主張の如きは我は寧ろ之れを助ける態度を持たねばならぬと
信ずる」。「軍備制限と言うが如き事は異議を挟むべきでない事は言う迄もない。之は勿論日本から
提案してもよい位のものである」。「又此会議に対して一二の国家の個々の問題が出る場合斯くの如
き会議の性質上日本が其決議に拘束される事なきは勿論であるが併し此会議で世界多数の国の意向
が明かとなったとすればヨシ其決議に拘束されぬとしても之に反対する場合日本は孤立となる虞が
あるから将来斯様な問題は残さぬよう心懸けねばならぬ、さりとて譲るとすれば将来に悪例を胎す
ものであるから其不可なるは勿論である」とのべた。
　中国問題における善意と譲歩、軍縮問題の賛成、促進。また孤立を避けるため、自国の立場を強
く主張せず、大勢に従う、という。国民の対外硬の情緒を煽るのではなく、抑える姿勢を見せる。
昔日の風貌とだいぶ違うといえよう。
　続いて小林丑三郎（経済学者）は講演において、米国の真意は軍縮ではなく山東問題などの清算
にあり、米支の接近、関係親密化の現在、太平洋に仕掛けられたアメリカの釣り針に引っかからな
いよう、対米警戒を呼びかけた。
　その後、斯波貞吉、今岡純一郎両氏の演説があり、最後に登壇したのは前文部大臣岡田良平であっ
た。岡田は、「将来日本の禍福を分つに当って今度の会議は後難を除く機会である」と会議の重要
性を指摘し、今後の方針は研究ではなく、むしろ行動であり、この会の役割は「與論を指導して国
民的後援を為す」ことにあると強調した。
　演説終了後、松波博士から調査委員の設置が提議され、会後の食堂で更に数番の演説があり九時
散会した19。
植原悦二郎起草の綱領
　以上のように、七博士の看板による政治結集がなったものの、活動の方針、政策に関しては一致
したのではなかった。国論を統一するため、同会は九月八日日本倶楽部で「太平洋会議に関する国
論一定の調査委員会を開催し、特別委員を指名し、主義綱領並に会名決定を委托」した。
　注目すべきは、この「主義綱領」の作案依頼は、国権論者の七博士ではなく、リベラリストで徹
底した軍縮論者でもある植原悦二郎（衆議院、国民党、前明治大学教授）に出したことである（九
日）。
　一〇日、「黒田長和、池田長康、福原俊丸各男、植原悦二郎君ト福原邸ニ於テ会合、植原君起草
ノ国論一定ニ関スル綱領細目ヲ協議シ、明日ノ特別委員會ニ於ケル方針ヲ決定ス」とある20。
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　そして、発起人会は九月一六日日本倶楽部において総会を開き、会名を「国策研究会」と定め、
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が集まり、主として「綱領」について討議し、「広く国内の与論喚起に努むると共に右綱領等は翻
訳して米国其他にも大に宣伝し飽迄所期の目的を貫徹すること及び之等の実行其他機宜の処置に付
ては特別委員を選定して其任に当たらしむることを申合せ」た。
　綱領には、米国の軍縮制限企画に対する「満腔賛意」、侵略主義の放棄、「極東平和の維持を究極
の目的とし」、「機会均等及び門戸開放」の支持、「世界凡ての国土に対しても亦此の原則の実現を
要望す」、国際聯盟の「健全なる発達」および「華府会議の成功を希望す」という大原則の下で、
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　　軍備は各国の地理国情に鑑み其自衛上必要なる限度まで縮小すべきこと 
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　　 支那の主権は尊重し領土を保全し門戸開放機会均等の実を挙げ併せて法権税権の快［回］復を
期し国内の統一と四億民衆の福祉増進のために最善の努力を為すこと 
　三、西比利亜問題 
　　 西比利亜に関しては露国国民の自治権を尊重し且つ其経済的復興と安寧秩序の維持とに関し最
善の策を講ずること 
　四、太平洋問題 
　　イ、太平洋の諸島嶼に領土保全主義を適用し其防備を撤廃すること 
　　ロ、太平洋を通じて門戸開放主義を実行すること 
　　ハ、巴奈馬運河を中立とすること 
　五、通商航海問題 
　　イ、通商、航海に関し自由主義を採用すること 
　　ロ、沿岸貿易に関する制限を撤廃すること 
　六、其他の問題 
　　人種問題其他国際間の案件は凡て人類共存の原則と正義人道の精神に基きて解決すること22
　さすがに植原の草案で、綱領の文面を見る限り、一、軍縮支持、二、中国問題での譲歩（留保し
ない）、三、シベリア問題の不干渉、四、門戸開放主義支持の主張を読み取れ、大方針においては
尾崎行雄の軍縮論に比べて少しも遜色のないものであるといえよう。急進的軍縮論の主張者石橋湛
山でさえ「大体に於て結構と云えよう。七博士主催の会合にして此決議あり、以て時勢の変を察す
るに足るとでも云うべきか」、と評価している23。果たして石橋はこの綱領の執筆者は、親友、同
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教授といった上流階層の顔ぶれであった。
　先ず添田寿一が発起人を代表して挨拶し、つづいて座長を宇佐川一正（退役軍人、男爵）に推し
てから、演説会に移った18。
　一番に立つ寺尾亨は、会議に際して国民の慎重な態度と他国への善意を要請し、「此問題を考察
するに当って徒らに忖度を逞うし他国の思い及ばざる点までも揣摩する事は宜くない、即ち寧ろ善
意に解するを可とする。支那の正当な主張の如きは我は寧ろ之れを助ける態度を持たねばならぬと
信ずる」。「軍備制限と言うが如き事は異議を挟むべきでない事は言う迄もない。之は勿論日本から
提案してもよい位のものである」。「又此会議に対して一二の国家の個々の問題が出る場合斯くの如
き会議の性質上日本が其決議に拘束される事なきは勿論であるが併し此会議で世界多数の国の意向
が明かとなったとすればヨシ其決議に拘束されぬとしても之に反対する場合日本は孤立となる虞が
あるから将来斯様な問題は残さぬよう心懸けねばならぬ、さりとて譲るとすれば将来に悪例を胎す
ものであるから其不可なるは勿論である」とのべた。
　中国問題における善意と譲歩、軍縮問題の賛成、促進。また孤立を避けるため、自国の立場を強
く主張せず、大勢に従う、という。国民の対外硬の情緒を煽るのではなく、抑える姿勢を見せる。
昔日の風貌とだいぶ違うといえよう。
　続いて小林丑三郎（経済学者）は講演において、米国の真意は軍縮ではなく山東問題などの清算
にあり、米支の接近、関係親密化の現在、太平洋に仕掛けられたアメリカの釣り針に引っかからな
いよう、対米警戒を呼びかけた。
　その後、斯波貞吉、今岡純一郎両氏の演説があり、最後に登壇したのは前文部大臣岡田良平であっ
た。岡田は、「将来日本の禍福を分つに当って今度の会議は後難を除く機会である」と会議の重要
性を指摘し、今後の方針は研究ではなく、むしろ行動であり、この会の役割は「與論を指導して国
民的後援を為す」ことにあると強調した。
　演説終了後、松波博士から調査委員の設置が提議され、会後の食堂で更に数番の演説があり九時
散会した19。
植原悦二郎起草の綱領
　以上のように、七博士の看板による政治結集がなったものの、活動の方針、政策に関しては一致
したのではなかった。国論を統一するため、同会は九月八日日本倶楽部で「太平洋会議に関する国
論一定の調査委員会を開催し、特別委員を指名し、主義綱領並に会名決定を委托」した。
　注目すべきは、この「主義綱領」の作案依頼は、国権論者の七博士ではなく、リベラリストで徹
底した軍縮論者でもある植原悦二郎（衆議院、国民党、前明治大学教授）に出したことである（九
日）。
　一〇日、「黒田長和、池田長康、福原俊丸各男、植原悦二郎君ト福原邸ニ於テ会合、植原君起草
ノ国論一定ニ関スル綱領細目ヲ協議シ、明日ノ特別委員會ニ於ケル方針ヲ決定ス」とある20。
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３-２　華盛頓会議国民連合会
　注目すべきは、上述のようなワシントン軍縮会議の支持論の多くは、有識者による主張、あるい
は文面上、方針上、原則上の理想を表すものであり、支持論の多くも「軍縮」という負担減の理由
から出発し、「既得権益」――太平洋、極東問題――の放棄に触れるものではなかった。会議の開
催とともに、太平洋、極東問題において日本の既得権益の癇に触れると、與論は違う展開を見せ始
める。この時、「国論」を代表する主張はなにか、「華盛頓会議国民連合会」の活動を見よう。
　一九二一年一一月一二日、ワシントン会議の第一回総会で米国国務長官ヒューズ（C.E.Hughes、
議長）から大規模な海軍縮減案が示され、與論を驚かせた。米は五〇、英は六〇、日本は三〇万ト
ンの保有制限案である。それに従えば、日本は建造中の主力艦七隻二九万トン、老艦一〇隻一六万
トンの合計四五万トンの艦船を放棄することになり、削減率は現状から六割減の計算になる32。
　このアメリカ提案に刺激されたかのように二日間後の一一月一四日、「華盛頓会議に対する全国
有志大会」が築地精養軒で開かれ、「政友会からは鵜澤（総明）、岩崎（勲）、中西（六三郎）、憲政
会側から小泉（又次郎）、田中（善立）、添田（飛雄太郎）、大竹（貫一）、国民党から近藤（達児）、
無所属の押川（方義）、副島（義一）氏等を始め頭山満、寺尾亨、上泉徳彌、田中捨身、川島浪速
氏等の浪人組及び上杉（慎吉）、鹿子木（員信）両博士其他有志二百五十余名」が出席した。田辺
安之助（東亜同文会理事）が発起人を代表して一場の挨拶をした後、寺尾亨座長の下で、宣言書及
び決議を採択した。 
　宣言は「華盛頓会議は世界の大局に関し治乱の由って判るる所なり軍備を制限して国民の負担を
減じ国際紛争の因を杜絶して平和の基礎を確立するは実に方今の急務に属す」から始まるが、有志
大会は「軍縮」というワシントン会議の基本精神に反対していない事がわかる。
　決議文は主として列国の委員に、日本の「根本的主張を条陳」する内容であった。 
　一、人種的差別待遇を撤廃すること 
　二、門戸開放機会均等の原則を普遍一律に全太平洋に適用すること 
　三、海軍制限は各国海軍力の均等を主義とすること 
　四、太平洋上の島嶼には各国間相互の脅威となるべき軍事的設備を為さざること 
　五、特定国間に於ける既定の条約並に既成の事実は議題に上せざること 
　六、支那及西伯利の平和回復に対しては各国互相に協力を旨とし一切の国際管理に反対す33
　軍備制限に反対するのではないが、以上の下線の部分を見て分かるように、日本のお家芸（人種
差別撤廃条項）の強調の他、海軍における「均等」主義、中国問題における既成権益の保持、支那
国際管理の反対など、いずれも日本の国益、権益を守るための主張であった。大会はこれらを「根
本的主張」として総理大臣、外務大臣の他、「在華盛頓の日英米仏伊支の各委員に電送し」、又各国
の有力なる新聞社にも送りつけた。
　主要メンバーはほとんど国権主義者、アジア主義者、右翼学者、大陸浪人によって構成されてい
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志の植原悦二郎であることを知っていたか、興味深い。
　このラジカルな綱領を巡って、もちろん論争がなかったわけではない。「往年の貝湖博士」戸水
寛人は「人種平等に関する条項」は「日本の真骨頂であって実現される迄は有らゆる機会に絶叫し
なければならぬと云ひ更に米国のモンロー主義の如きも亦新条項の一に加へ打破しなければなら
ぬ」と修正を求めたが、植原悦二郎らに反対され、否決された場面もあった。「政府当局の気で居
らなくてもよいといったのは」この時の会場の雰囲気であった、という24。風向きは対外硬ではなく、
国際協調であることは、「国策研究会」の綱領にして興味深い。
　九月二二日、西原亀三と坂本俊馬によって、常務委員の指名リストが検討され、「徳川圀順侯・
野村子・坂本男・斯波（忠三郎）男・福原男・石黒五十二（貴族院勅撰）、加藤恒忠（貴族院勅撰）・
上山満之進（貴族院勅選）・今泉（嘉一郎、衆議院議員）・植原・永井（柳太郎、衆議院、憲政会）・
尾崎（敬義、実業界）・今岡（純一郎、造船界代表）・寺尾ノ十四名」が決定された25。この貴族院
の流儀によって「指名」されたリストには華族、貴族院議員が大半を占め、七博士からの代表は寺
尾亨だけであった。この人事から、「七博士」の銘を打つ会は、実際「国策」を作るため貴族院に
操られた組織である性質がよく分かる26。
　一方、組織はともあれ、言論の提供者はやはり博士たちであった。こうして植原悦二郎、添田寿
一、仁井田益太郎博士らの軍縮賛成の意見が否応なく会の綱領に反映され、黒幕にある貴族院勢力
が期待する、「七博士」による対外硬国権論の一致にならなかった。会の創立には「多少意義あり
と見るべきも、その国策研究会の前途亦多難なり多事なり」と黒幕の西原亀三は嘆く27。この組織
と言論の不協和音はその後会の活動の低調をきたす原因にもなったと思われる。
　こうして「国策研究会」は各界の名流を集めて華やかにスタートを切ったが、ワシントン会議の
期間中、国論、国策を左右するような活動はなく、会合の記録も、九月二二日の常任委員会による
事務的話合28、一一月五日の「支那問題研究会」の開催29、一二月七日の「国策研究会決議」のみ
であった30。
　しかも、一二月七日の「決議」も次のような形式的全権代表の声援に留まっている。
　　 吾人は我全権が同一方針を以て鋭意折衝しつつある事を信ず、…必ず彼我海軍が主力比率の近
接と太平洋防備の撤廃とを実現し以て世界の平和を確立し併せて帝国の威信を保持するの結果
を勝ち得べきことを期待す31
　「決議」について集会の記録はなく、「華盛頓会議に於ける軍備縮小問題に対する本会の主張は既
に公表せる所なり」との文面から推測すると、既成の「綱領」に従い事務局が外務省ならび日本全
権宛に送った照会電報であると思われる。
　結局、「国論の統一を図り政府を鞭撻すると共に全国に宣伝し国民的大運動を起す予定」であっ
た国策研究会の活動は、「綱領」一つで終わり、運動はなく、影響もなかった。大正デモクラシー
の社会風潮は、従来の「挙国一致」の軍国日本にも確実に浸透しつつあることを物語っている。
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３-２　華盛頓会議国民連合会
　注目すべきは、上述のようなワシントン軍縮会議の支持論の多くは、有識者による主張、あるい
は文面上、方針上、原則上の理想を表すものであり、支持論の多くも「軍縮」という負担減の理由
から出発し、「既得権益」――太平洋、極東問題――の放棄に触れるものではなかった。会議の開
催とともに、太平洋、極東問題において日本の既得権益の癇に触れると、與論は違う展開を見せ始
める。この時、「国論」を代表する主張はなにか、「華盛頓会議国民連合会」の活動を見よう。
　一九二一年一一月一二日、ワシントン会議の第一回総会で米国国務長官ヒューズ（C.E.Hughes、
議長）から大規模な海軍縮減案が示され、與論を驚かせた。米は五〇、英は六〇、日本は三〇万ト
ンの保有制限案である。それに従えば、日本は建造中の主力艦七隻二九万トン、老艦一〇隻一六万
トンの合計四五万トンの艦船を放棄することになり、削減率は現状から六割減の計算になる32。
　このアメリカ提案に刺激されたかのように二日間後の一一月一四日、「華盛頓会議に対する全国
有志大会」が築地精養軒で開かれ、「政友会からは鵜澤（総明）、岩崎（勲）、中西（六三郎）、憲政
会側から小泉（又次郎）、田中（善立）、添田（飛雄太郎）、大竹（貫一）、国民党から近藤（達児）、
無所属の押川（方義）、副島（義一）氏等を始め頭山満、寺尾亨、上泉徳彌、田中捨身、川島浪速
氏等の浪人組及び上杉（慎吉）、鹿子木（員信）両博士其他有志二百五十余名」が出席した。田辺
安之助（東亜同文会理事）が発起人を代表して一場の挨拶をした後、寺尾亨座長の下で、宣言書及
び決議を採択した。 
　宣言は「華盛頓会議は世界の大局に関し治乱の由って判るる所なり軍備を制限して国民の負担を
減じ国際紛争の因を杜絶して平和の基礎を確立するは実に方今の急務に属す」から始まるが、有志
大会は「軍縮」というワシントン会議の基本精神に反対していない事がわかる。
　決議文は主として列国の委員に、日本の「根本的主張を条陳」する内容であった。 
　一、人種的差別待遇を撤廃すること 
　二、門戸開放機会均等の原則を普遍一律に全太平洋に適用すること 
　三、海軍制限は各国海軍力の均等を主義とすること 
　四、太平洋上の島嶼には各国間相互の脅威となるべき軍事的設備を為さざること 
　五、特定国間に於ける既定の条約並に既成の事実は議題に上せざること 
　六、支那及西伯利の平和回復に対しては各国互相に協力を旨とし一切の国際管理に反対す33
　軍備制限に反対するのではないが、以上の下線の部分を見て分かるように、日本のお家芸（人種
差別撤廃条項）の強調の他、海軍における「均等」主義、中国問題における既成権益の保持、支那
国際管理の反対など、いずれも日本の国益、権益を守るための主張であった。大会はこれらを「根
本的主張」として総理大臣、外務大臣の他、「在華盛頓の日英米仏伊支の各委員に電送し」、又各国
の有力なる新聞社にも送りつけた。
　主要メンバーはほとんど国権主義者、アジア主義者、右翼学者、大陸浪人によって構成されてい
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志の植原悦二郎であることを知っていたか、興味深い。
　このラジカルな綱領を巡って、もちろん論争がなかったわけではない。「往年の貝湖博士」戸水
寛人は「人種平等に関する条項」は「日本の真骨頂であって実現される迄は有らゆる機会に絶叫し
なければならぬと云ひ更に米国のモンロー主義の如きも亦新条項の一に加へ打破しなければなら
ぬ」と修正を求めたが、植原悦二郎らに反対され、否決された場面もあった。「政府当局の気で居
らなくてもよいといったのは」この時の会場の雰囲気であった、という24。風向きは対外硬ではなく、
国際協調であることは、「国策研究会」の綱領にして興味深い。
　九月二二日、西原亀三と坂本俊馬によって、常務委員の指名リストが検討され、「徳川圀順侯・
野村子・坂本男・斯波（忠三郎）男・福原男・石黒五十二（貴族院勅撰）、加藤恒忠（貴族院勅撰）・
上山満之進（貴族院勅選）・今泉（嘉一郎、衆議院議員）・植原・永井（柳太郎、衆議院、憲政会）・
尾崎（敬義、実業界）・今岡（純一郎、造船界代表）・寺尾ノ十四名」が決定された25。この貴族院
の流儀によって「指名」されたリストには華族、貴族院議員が大半を占め、七博士からの代表は寺
尾亨だけであった。この人事から、「七博士」の銘を打つ会は、実際「国策」を作るため貴族院に
操られた組織である性質がよく分かる26。
　一方、組織はともあれ、言論の提供者はやはり博士たちであった。こうして植原悦二郎、添田寿
一、仁井田益太郎博士らの軍縮賛成の意見が否応なく会の綱領に反映され、黒幕にある貴族院勢力
が期待する、「七博士」による対外硬国権論の一致にならなかった。会の創立には「多少意義あり
と見るべきも、その国策研究会の前途亦多難なり多事なり」と黒幕の西原亀三は嘆く27。この組織
と言論の不協和音はその後会の活動の低調をきたす原因にもなったと思われる。
　こうして「国策研究会」は各界の名流を集めて華やかにスタートを切ったが、ワシントン会議の
期間中、国論、国策を左右するような活動はなく、会合の記録も、九月二二日の常任委員会による
事務的話合28、一一月五日の「支那問題研究会」の開催29、一二月七日の「国策研究会決議」のみ
であった30。
　しかも、一二月七日の「決議」も次のような形式的全権代表の声援に留まっている。
　　 吾人は我全権が同一方針を以て鋭意折衝しつつある事を信ず、…必ず彼我海軍が主力比率の近
接と太平洋防備の撤廃とを実現し以て世界の平和を確立し併せて帝国の威信を保持するの結果
を勝ち得べきことを期待す31
　「決議」について集会の記録はなく、「華盛頓会議に於ける軍備縮小問題に対する本会の主張は既
に公表せる所なり」との文面から推測すると、既成の「綱領」に従い事務局が外務省ならび日本全
権宛に送った照会電報であると思われる。
　結局、「国論の統一を図り政府を鞭撻すると共に全国に宣伝し国民的大運動を起す予定」であっ
た国策研究会の活動は、「綱領」一つで終わり、運動はなく、影響もなかった。大正デモクラシー
の社会風潮は、従来の「挙国一致」の軍国日本にも確実に浸透しつつあることを物語っている。
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おわりに
　以上では三回にわたって、軍備縮小同志会（尾崎行雄）、太平洋問題研究会（石橋湛山）、国際聯
盟協会（田川大吉郎）、国策研究会（七博士）、「華盛頓会議国民連合会」（右翼、大陸浪人）という
五つの組織と運動を通じて、華盛頓会議前後の日本国内の軍縮與論を見てきた。先頭には太平洋問
題研究会、国際聯盟協会の理想主義的特殊権益放棄、徹底的軍備制限論があり、つづく軍備縮小同
志会、国策研究会の現実主義的軍備制限論、負担軽減論があった。この二つの、有識者によってリー
ド、構成された與論は、華盛頓会議が開催するまでの日本国内の與論主流を占めていたのではない
かと考えられる。
　一方、「華盛頓会議国民連合会」のような強硬論、国権擁護論も、決して右翼だけの叫びではない。
『大阪朝日新聞』や、『時事新報』のような、軍縮論の先頭に立つ中央の有力紙に対して、『京都日出』
のような地方新聞はなお対米不信、軍縮反対の立場に留まっている例は、先行研究によって明らか
にされている39。地方、社会の底層には草の根の軍国主義の主張はなお根強く潜在しており、特に
一九二一年一一月ワシントン会議が開会後、「七割修正」案や40、日本の既得利権の返還が列国か
ら迫られると、大新聞でも風向きが変わり、これまでの世界的平和主義の流れに逆らうようになっ
た。『国際聯盟』一巻九号にある「日本與論の側面観――軍国主義の一側向」がいう、
　　 七割修正が出ゝ新聞の様子が既に変じ、国民の中にも新聞と同一に会議の不成功を信じ、国難
来と思ふものが多くなった。…各平和団体の計画した平和行列は禁止され、日比谷公園の演説
会も許可されず、幸じて得たる上野公園に於ける平和記念演説会の許可は其前夜に至り禁止さ
れた。軍備縮小、世界平和の宣伝ポスターは貼るそばからはがされる。数千枚を数十日に亘っ
て貼付したポスターは二日として影を止めなかった。他方キリスト教の方面に於ては熱心な運
動が実行され、大阪朝日を中心とせる平和運動も力強い影響を与へてはゐるけれども、我国は
未だ「臆病なる平和論」…（の）時代に止ってゐるのではあるまいか41
　こうして伏流となった国権主義、軍国主義のエネルギーは再び表に現れ、国論を二分して日本の
政府全権の立場に、幾ばくかの圧力を形成するに至ったのである。
　海軍軍縮条約と太平洋に関する四ヵ国条約、中国に関する九ヵ国条約から見られるように、ワシ
ントン会議には、二つの目的があったといえる。一は海軍の軍縮であり、二は極東、太平洋問題の
解決であった。前者は、会議の直接の動機で、軍備競争がもたらした膨大な軍事予算に苦しんでい
た各国の切実な利害から来たものであり、後者は軍備競争に起因する太平洋地域の不安要素を取り
除こうとする、より根本的な試みであった。また前者は軍備競争に現れる「害」（負担）の面を反
映し、後者は、軍備によって支えられる「利」（権益）の面を代表した。矛盾しているように見え
るが、実際は相連動し、因果の関係にあると言える。
　「害」を無くすることは各国政府、国民多数の一致する認識――これも会議成功の基礎――であ
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ることから、この組織がもつ、日本の国権を擁護し、政府全権の活動を監視、牽制しようとする圧
力団体の性格が窺える。なお、土田宏成の研究によると、この後「華盛頓会議国民連合会」と呼ば
れる組織は、「頭山（満）、上泉（徳弥）らはワシントン会議に対する国民の決意を宣明するため」
計画された団体であり、一一月四日の丸の内で顔合わせの準備会で「貴衆両院議員、学者、実業家、
各団体代表」が集まり、「運動方法」について協議した34。
　この会は同月一八日にも実行委員会を開催し、会名を「華盛頓会議国民連合会」と定めた。一一
月二七日、さらに芝公園のグランドで千人規模の「屋外演説会」を組織し、「上泉（徳弥）海軍中将、
加藤壮太郎海軍大将、建部遯吾、上杉慎吉、副島義一各博士、島田俊雄、横山勝太郎、湯浅凡平、
末永一三」などの面々が続々と詰めかけ、「腰の弱い全権」を叱咤し、大いに気炎を上げた。
　「今日は主力戦艦の数米国の十二に対する日本の十で決して敗ける必要はない、遠からずして来
る日米戦争は今日こそ日本のため絶好の機会である」（上泉）、「我輩の屋敷に数本の欅があって、
人しきりに之を売却せよと勧むるが我輩は断然之を拒絶して居る、我輩は最も近き将来においてこ
の数本の欅が国家のため必要となるべきを予想するがためである」（上杉）と言ったように35。
　会議は「日本国民は米国海軍制限案を以て勢力の均衡を無視し世界平和の基礎を不安ならしむる
と認め左の決議」をなし、日本全権、議長ヒューズのほか、英、仏、伊各国に電送し、実行委員会
による日本の政府当局への陳状も行われた36。
　　一、海軍縮小は比率主義を廃し実数に於て各国均衡を得せしむること　
　　二、太平洋上の脅威的武備は之を撤廃する事　
　一二月五日、「華盛頓会議国民連合会」が再び実行委員会を開き、上泉徳弥海軍中将、建部遯吾、
副島義一両博士ほか三〇余名が出席し、米国の提案と態度は「日本帝国の名誉と存立権とを無視し
国際の平和的協調誠意なきもの」と決めつけ、「我が全権の引揚を希望す」と呼びかけた。この決
議文も日本全権並びにヒューズ議長に通電され、日本の首相、外相、海軍にも提示された37。
　続いて「華盛頓会議国民連合会」は、一二月の八日から二日間にわたり、明治会館で「盛大演説
会」を企画、実行し、「上泉（徳弥）中将、鹿子木、建部、副島、寺尾、上杉諸博士、内田良平、
田中捨身、佐々木安五郎、田鍋安之助、斯波貞吉、川島清治郎諸氏登壇」して弁舌を振るった38。
　「華盛頓会議国民連合会」の行動は、軍縮会議中の期間に集中し、右翼、大陸浪人が多く集まっ
ているのは特徴である。他の団体と違って研究組織を持たず、活動の規模も大きかった。政府、全
権に対する、大衆的圧力団体の色彩が強い。また「七博士」のなかの対外硬の重要メンバー寺尾享、
建部遯吾が、「七博士」の銘を打った「国策研究会」ではなく、この国民連合会の組織活動に馳せ
参じたことも、注目に値しよう。なお、この組織も土田宏成がいうような「海軍軍縮反対」ではな
く、軍縮における自国に不利の采配（＝アメリカ案）に対する反発であり、またその要求、主張の
中心も、軍縮ではなくアジア大陸における既得権益の確保、すなわち太平洋、極東問題にあった。
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おわりに
　以上では三回にわたって、軍備縮小同志会（尾崎行雄）、太平洋問題研究会（石橋湛山）、国際聯
盟協会（田川大吉郎）、国策研究会（七博士）、「華盛頓会議国民連合会」（右翼、大陸浪人）という
五つの組織と運動を通じて、華盛頓会議前後の日本国内の軍縮與論を見てきた。先頭には太平洋問
題研究会、国際聯盟協会の理想主義的特殊権益放棄、徹底的軍備制限論があり、つづく軍備縮小同
志会、国策研究会の現実主義的軍備制限論、負担軽減論があった。この二つの、有識者によってリー
ド、構成された與論は、華盛頓会議が開催するまでの日本国内の與論主流を占めていたのではない
かと考えられる。
　一方、「華盛頓会議国民連合会」のような強硬論、国権擁護論も、決して右翼だけの叫びではない。
『大阪朝日新聞』や、『時事新報』のような、軍縮論の先頭に立つ中央の有力紙に対して、『京都日出』
のような地方新聞はなお対米不信、軍縮反対の立場に留まっている例は、先行研究によって明らか
にされている39。地方、社会の底層には草の根の軍国主義の主張はなお根強く潜在しており、特に
一九二一年一一月ワシントン会議が開会後、「七割修正」案や40、日本の既得利権の返還が列国か
ら迫られると、大新聞でも風向きが変わり、これまでの世界的平和主義の流れに逆らうようになっ
た。『国際聯盟』一巻九号にある「日本與論の側面観――軍国主義の一側向」がいう、
　　 七割修正が出ゝ新聞の様子が既に変じ、国民の中にも新聞と同一に会議の不成功を信じ、国難
来と思ふものが多くなった。…各平和団体の計画した平和行列は禁止され、日比谷公園の演説
会も許可されず、幸じて得たる上野公園に於ける平和記念演説会の許可は其前夜に至り禁止さ
れた。軍備縮小、世界平和の宣伝ポスターは貼るそばからはがされる。数千枚を数十日に亘っ
て貼付したポスターは二日として影を止めなかった。他方キリスト教の方面に於ては熱心な運
動が実行され、大阪朝日を中心とせる平和運動も力強い影響を与へてはゐるけれども、我国は
未だ「臆病なる平和論」…（の）時代に止ってゐるのではあるまいか41
　こうして伏流となった国権主義、軍国主義のエネルギーは再び表に現れ、国論を二分して日本の
政府全権の立場に、幾ばくかの圧力を形成するに至ったのである。
　海軍軍縮条約と太平洋に関する四ヵ国条約、中国に関する九ヵ国条約から見られるように、ワシ
ントン会議には、二つの目的があったといえる。一は海軍の軍縮であり、二は極東、太平洋問題の
解決であった。前者は、会議の直接の動機で、軍備競争がもたらした膨大な軍事予算に苦しんでい
た各国の切実な利害から来たものであり、後者は軍備競争に起因する太平洋地域の不安要素を取り
除こうとする、より根本的な試みであった。また前者は軍備競争に現れる「害」（負担）の面を反
映し、後者は、軍備によって支えられる「利」（権益）の面を代表した。矛盾しているように見え
るが、実際は相連動し、因果の関係にあると言える。
　「害」を無くすることは各国政府、国民多数の一致する認識――これも会議成功の基礎――であ
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ることから、この組織がもつ、日本の国権を擁護し、政府全権の活動を監視、牽制しようとする圧
力団体の性格が窺える。なお、土田宏成の研究によると、この後「華盛頓会議国民連合会」と呼ば
れる組織は、「頭山（満）、上泉（徳弥）らはワシントン会議に対する国民の決意を宣明するため」
計画された団体であり、一一月四日の丸の内で顔合わせの準備会で「貴衆両院議員、学者、実業家、
各団体代表」が集まり、「運動方法」について協議した34。
　この会は同月一八日にも実行委員会を開催し、会名を「華盛頓会議国民連合会」と定めた。一一
月二七日、さらに芝公園のグランドで千人規模の「屋外演説会」を組織し、「上泉（徳弥）海軍中将、
加藤壮太郎海軍大将、建部遯吾、上杉慎吉、副島義一各博士、島田俊雄、横山勝太郎、湯浅凡平、
末永一三」などの面々が続々と詰めかけ、「腰の弱い全権」を叱咤し、大いに気炎を上げた。
　「今日は主力戦艦の数米国の十二に対する日本の十で決して敗ける必要はない、遠からずして来
る日米戦争は今日こそ日本のため絶好の機会である」（上泉）、「我輩の屋敷に数本の欅があって、
人しきりに之を売却せよと勧むるが我輩は断然之を拒絶して居る、我輩は最も近き将来においてこ
の数本の欅が国家のため必要となるべきを予想するがためである」（上杉）と言ったように35。
　会議は「日本国民は米国海軍制限案を以て勢力の均衡を無視し世界平和の基礎を不安ならしむる
と認め左の決議」をなし、日本全権、議長ヒューズのほか、英、仏、伊各国に電送し、実行委員会
による日本の政府当局への陳状も行われた36。
　　一、海軍縮小は比率主義を廃し実数に於て各国均衡を得せしむること　
　　二、太平洋上の脅威的武備は之を撤廃する事　
　一二月五日、「華盛頓会議国民連合会」が再び実行委員会を開き、上泉徳弥海軍中将、建部遯吾、
副島義一両博士ほか三〇余名が出席し、米国の提案と態度は「日本帝国の名誉と存立権とを無視し
国際の平和的協調誠意なきもの」と決めつけ、「我が全権の引揚を希望す」と呼びかけた。この決
議文も日本全権並びにヒューズ議長に通電され、日本の首相、外相、海軍にも提示された37。
　続いて「華盛頓会議国民連合会」は、一二月の八日から二日間にわたり、明治会館で「盛大演説
会」を企画、実行し、「上泉（徳弥）中将、鹿子木、建部、副島、寺尾、上杉諸博士、内田良平、
田中捨身、佐々木安五郎、田鍋安之助、斯波貞吉、川島清治郎諸氏登壇」して弁舌を振るった38。
　「華盛頓会議国民連合会」の行動は、軍縮会議中の期間に集中し、右翼、大陸浪人が多く集まっ
ているのは特徴である。他の団体と違って研究組織を持たず、活動の規模も大きかった。政府、全
権に対する、大衆的圧力団体の色彩が強い。また「七博士」のなかの対外硬の重要メンバー寺尾享、
建部遯吾が、「七博士」の銘を打った「国策研究会」ではなく、この国民連合会の組織活動に馳せ
参じたことも、注目に値しよう。なお、この組織も土田宏成がいうような「海軍軍縮反対」ではな
く、軍縮における自国に不利の采配（＝アメリカ案）に対する反発であり、またその要求、主張の
中心も、軍縮ではなくアジア大陸における既得権益の確保、すなわち太平洋、極東問題にあった。
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され、開戦の與論を動かす役割を果たした。この呼び掛けを受け、対露同志会は八月に結成され、開戦論を
推進した。
２　 大谷誠夫編輯『出兵論』、一九一八年四月発行。
３　 「昨夜来暴徒の行動左の如し計７件」JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.C06041160900、「明治38年自９
月至12月暴徒に関する内報綴大本営陸軍副官部」（防衛省防衛研究所）。
４　 「国民倶楽部創立会」JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.C06041172000、「明治38年自９月至12月暴徒に
関する内報綴大本営陸軍副官部」（防衛省防衛研究所）。
５　 「対支懇談会」JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.B03030272500、支那政見雑纂第二巻#73、（外務省外
交史料館）。
６　 「ニ港問題に関し普く国民に檄す」JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.B08090305800、尼港ニ於ケル帝
国官民虐殺事件第二巻、398#、参照（外務省外交史料館）。
７　 「高秘第四五一号」「JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.B08090305700、尼港ニ於ケル帝国官民虐殺事件
第二巻､ 299#（外務省外交史料館）。
８　 「久し振りで活躍する七博士」『大阪毎日新聞』一九二一年八月一七日。
９　『西原亀三日記』京都女子大学研究叢刊八、一九八三年、三二〇頁。
10　前掲『西原亀三日記』、三二一頁。
11　「久し振りで活躍する七博士」『大阪毎日新聞』一九二一年八月一七日。
12　 土田宏成の研究によると、添田は軍縮会議の成功を目指して渡米した渋沢栄一をサポートするため渡米に同
行したが、これには「七博士」の活動から添田を遠ざけるねらいもあった、という。土田宏成「ワシントン
会議と世論--海軍軍縮反対運動とその影響」、『日本歴史』七五七号、二〇一一年六月、七三頁。
13　 一九二〇年一月「国際聯盟協会の必要となる理由」の文章において、戦争の惨禍や、戦後各国が反省せず、「自
我的ナショナリズムの気勢…戦前に比して一層熾烈」なる理由をあげ、戦争を避けるため国際聯盟の必要を
訴えた（『国際聯盟』第一巻一号、一九二〇年一一月、九頁）。
14　「本社主催太平洋問題講演会」『大阪毎日新聞』一九二一年八月一五日。
15　 戸水寛人は国策研究会での発言以外、殆ど活動しておらず、中村進午も「今回の太平洋問題乃至は支那問題
シベリア問題等は皆彼（英米）の野心の包蔵する所と云うも不可なからむ、而して支那問題に対して彼等に
手を触れしむるに至りしは一に我国民の怠慢と云わざるを得ぬ」との発言（「日本と世界文化」『新愛知』一
九二一年八月二二日）があるが、集会参加の記録はなかった。
16　「虚心坦壊たれ仁井田博士談」『大阪毎日新聞』一九二一年八月一七日。
17　前掲「ニ港問題に関し普く国民に檄す」一七頁。
18　「太平洋会議対策」『大阪毎日新聞』一九二一年八月二七日。
19　同前「太平洋会議対策」『大阪毎日新聞』一九二一年八月二七日。
20　前掲『西原亀三日記』、三二一頁。
21　「七博士発起の会は国策研究会と命名成立す」『中外商業新報』一九二一年九月一八日。
22　前掲「七博士発起の会は国策研究会と命名成立す」。
23　 「国策研究会ほか」前掲『石橋湛山全集』第四巻、四七九頁。ただし、石橋湛山は同時に同会の今までの政
策に反省が無く「自咎の念が欠けている」と指摘している。
24　「往年の貝湖博士がモンロー主義で一気炎」『東京朝日新聞』一九二一年九月一七日。
25　前掲『西原亀三日記』、三二二頁。
26　 「国策研究会」の研究について季武嘉也著『大正期の政治構造』吉川弘文館、一九九八年、三六三頁以下、参
照。
27　前掲『西原亀三日記』、三二五頁。
28　「国策研究会調査委員会設置」『東京朝日新聞』一九二一年九月二三日。
29　前掲『西原亀三日記』、三二四頁。
30　 ワシントン会議以降の活動は、前掲『西原亀三日記』の記録によると、一九二三年五月、後藤・ヨッフェ交
渉の顛末についての経過聴取（三四三頁）、二三年一一月、関東大震災の「帝国経済会議設置に関する建議」（三
四九頁）、二四年九月、国民党の北伐革命に対する「対支政策申合」（三六四頁）のみにとどまる。
31　「国策研究会決議」『東京朝日新聞』一九二一年一二月七日。
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るが、一方「利」を放棄できるかは、軍備制限（＝負担軽減）から平和主義（＝戦争絶滅）運動へ
の進歩、昇華の試金石であった。
　ここで、前述した尾崎行雄がいう（甲）主導的方針、（乙）順応的方針、（丙）主我的方針のよう
に三つの選択肢が現れ、尾崎は（甲）を理想としながらも、選んだのは（乙）であった。「利」（既
得権益）に触れず「害」（軍備負担）のみの放棄は、一般国民から支持を得られやすいと考えたか
らである。政治を動かす、国家を動かすための代議士、政治家ならではの発想で、「政治的リアリ
ズム」といわれる理由もここにある。当時、デモクラシーの先頭に立つ多くの知識人は、この問題
に関して尾崎と同じような立場に立っていたのではないかと考えられる。
　これに対して石橋湛山の「太平洋問題研究会」は、より徹底的に（甲）主導的方針に従い、論点
を、「利」の放棄（＝権益放棄、植民地放棄）という根本問題に絞り、戦争絶滅の平和主義理想を
追求した。二一世紀今日の感覚でいうと、こうした努力はきわめて合理的、また常識的となるが、
軍国主義、大国主義、「生存権」意識が弥漫する百年まえの日本においては、国民からの理解、受
け入れは不可能であった。石橋の論は、理想的ではあるが、普遍性のある平和運動になりえなかっ
た所以である。
　一方、「国民」與論の大半は、（乙）と（丙）の真ん中に揺れ動いていたのではないかと考えられ
る。世界の大勢に順応し、「害」を捨て軍備の負担を軽減したいが、「利」（既得権益）を手放した
くない。この利害矛盾の撞着は、一九二一年、ボラー提案とともに運動は海軍軍縮、軍備制限の形
で現れた時、與論に支持され盛り上がるが、逆にワシントン会議が開かれ、「極東問題」（＝利）が
俎上に載せられるようになると、国内から反対論が上がり、圧力団体の運動も出現するにいたった
理由であろう。
　この一年余りの軍縮主張、運動の中、石橋湛山、東洋経済新報の植民地放棄論の到達点や、田川
大吉郎のキリスト教的平和主義思想と国際聯盟協会を背景にした弛まない努力は、今日において確
かにおおいに評価、賞賛すべきであるが、一方、尾崎行雄に代表された大正デモクラットの議会内
外における地味な努力と宣伝活動は、不徹底の面があるにせよ、多くの一般国民を啓蒙し、軍備制
限支持の陣営を大いに拡大し、デモクラシーの流れを広めた歴史的役割も評価すべきであろう。ま
た、「七博士」陣営の分裂、寺尾享に代表され国権擁護の最右翼に位置する華盛頓会議国民連合会も、
少なくとも「軍縮」に応じる姿勢を見せたことも、時勢の変化というべきではなかろうか。
　「軍国主義」が主流だった日本の近代において、この大正デモクラシーとともにあらわれた軍備
縮小運動は歴史の大河における一瞬の閃光にすぎないかも知れないが、平和を希求する日本人の良
識の記録として銘記しなければならない。
注釈
１　 東京帝国大学教授戸水寛人、富井政章、小野塚喜平次、高橋作衛、金井延、寺尾亨、学習院教授中村進午等
が一九〇三年六月、桂内閣に提出した意見書。内閣の外交軟弱を糾弾し、対露開戦を主張した。新聞に報道
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され、開戦の與論を動かす役割を果たした。この呼び掛けを受け、対露同志会は八月に結成され、開戦論を
推進した。
２　 大谷誠夫編輯『出兵論』、一九一八年四月発行。
３　 「昨夜来暴徒の行動左の如し計７件」JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.C06041160900、「明治38年自９
月至12月暴徒に関する内報綴大本営陸軍副官部」（防衛省防衛研究所）。
４　 「国民倶楽部創立会」JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.C06041172000、「明治38年自９月至12月暴徒に
関する内報綴大本営陸軍副官部」（防衛省防衛研究所）。
５　 「対支懇談会」JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.B03030272500、支那政見雑纂第二巻#73、（外務省外
交史料館）。
６　 「ニ港問題に関し普く国民に檄す」JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.B08090305800、尼港ニ於ケル帝
国官民虐殺事件第二巻、398#、参照（外務省外交史料館）。
７　 「高秘第四五一号」「JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.B08090305700、尼港ニ於ケル帝国官民虐殺事件
第二巻､ 299#（外務省外交史料館）。
８　 「久し振りで活躍する七博士」『大阪毎日新聞』一九二一年八月一七日。
９　『西原亀三日記』京都女子大学研究叢刊八、一九八三年、三二〇頁。
10　前掲『西原亀三日記』、三二一頁。
11　「久し振りで活躍する七博士」『大阪毎日新聞』一九二一年八月一七日。
12　 土田宏成の研究によると、添田は軍縮会議の成功を目指して渡米した渋沢栄一をサポートするため渡米に同
行したが、これには「七博士」の活動から添田を遠ざけるねらいもあった、という。土田宏成「ワシントン
会議と世論--海軍軍縮反対運動とその影響」、『日本歴史』七五七号、二〇一一年六月、七三頁。
13　 一九二〇年一月「国際聯盟協会の必要となる理由」の文章において、戦争の惨禍や、戦後各国が反省せず、「自
我的ナショナリズムの気勢…戦前に比して一層熾烈」なる理由をあげ、戦争を避けるため国際聯盟の必要を
訴えた（『国際聯盟』第一巻一号、一九二〇年一一月、九頁）。
14　「本社主催太平洋問題講演会」『大阪毎日新聞』一九二一年八月一五日。
15　 戸水寛人は国策研究会での発言以外、殆ど活動しておらず、中村進午も「今回の太平洋問題乃至は支那問題
シベリア問題等は皆彼（英米）の野心の包蔵する所と云うも不可なからむ、而して支那問題に対して彼等に
手を触れしむるに至りしは一に我国民の怠慢と云わざるを得ぬ」との発言（「日本と世界文化」『新愛知』一
九二一年八月二二日）があるが、集会参加の記録はなかった。
16　「虚心坦壊たれ仁井田博士談」『大阪毎日新聞』一九二一年八月一七日。
17　前掲「ニ港問題に関し普く国民に檄す」一七頁。
18　「太平洋会議対策」『大阪毎日新聞』一九二一年八月二七日。
19　同前「太平洋会議対策」『大阪毎日新聞』一九二一年八月二七日。
20　前掲『西原亀三日記』、三二一頁。
21　「七博士発起の会は国策研究会と命名成立す」『中外商業新報』一九二一年九月一八日。
22　前掲「七博士発起の会は国策研究会と命名成立す」。
23　 「国策研究会ほか」前掲『石橋湛山全集』第四巻、四七九頁。ただし、石橋湛山は同時に同会の今までの政
策に反省が無く「自咎の念が欠けている」と指摘している。
24　「往年の貝湖博士がモンロー主義で一気炎」『東京朝日新聞』一九二一年九月一七日。
25　前掲『西原亀三日記』、三二二頁。
26　 「国策研究会」の研究について季武嘉也著『大正期の政治構造』吉川弘文館、一九九八年、三六三頁以下、参
照。
27　前掲『西原亀三日記』、三二五頁。
28　「国策研究会調査委員会設置」『東京朝日新聞』一九二一年九月二三日。
29　前掲『西原亀三日記』、三二四頁。
30　 ワシントン会議以降の活動は、前掲『西原亀三日記』の記録によると、一九二三年五月、後藤・ヨッフェ交
渉の顛末についての経過聴取（三四三頁）、二三年一一月、関東大震災の「帝国経済会議設置に関する建議」（三
四九頁）、二四年九月、国民党の北伐革命に対する「対支政策申合」（三六四頁）のみにとどまる。
31　「国策研究会決議」『東京朝日新聞』一九二一年一二月七日。
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るが、一方「利」を放棄できるかは、軍備制限（＝負担軽減）から平和主義（＝戦争絶滅）運動へ
の進歩、昇華の試金石であった。
　ここで、前述した尾崎行雄がいう（甲）主導的方針、（乙）順応的方針、（丙）主我的方針のよう
に三つの選択肢が現れ、尾崎は（甲）を理想としながらも、選んだのは（乙）であった。「利」（既
得権益）に触れず「害」（軍備負担）のみの放棄は、一般国民から支持を得られやすいと考えたか
らである。政治を動かす、国家を動かすための代議士、政治家ならではの発想で、「政治的リアリ
ズム」といわれる理由もここにある。当時、デモクラシーの先頭に立つ多くの知識人は、この問題
に関して尾崎と同じような立場に立っていたのではないかと考えられる。
　これに対して石橋湛山の「太平洋問題研究会」は、より徹底的に（甲）主導的方針に従い、論点
を、「利」の放棄（＝権益放棄、植民地放棄）という根本問題に絞り、戦争絶滅の平和主義理想を
追求した。二一世紀今日の感覚でいうと、こうした努力はきわめて合理的、また常識的となるが、
軍国主義、大国主義、「生存権」意識が弥漫する百年まえの日本においては、国民からの理解、受
け入れは不可能であった。石橋の論は、理想的ではあるが、普遍性のある平和運動になりえなかっ
た所以である。
　一方、「国民」與論の大半は、（乙）と（丙）の真ん中に揺れ動いていたのではないかと考えられ
る。世界の大勢に順応し、「害」を捨て軍備の負担を軽減したいが、「利」（既得権益）を手放した
くない。この利害矛盾の撞着は、一九二一年、ボラー提案とともに運動は海軍軍縮、軍備制限の形
で現れた時、與論に支持され盛り上がるが、逆にワシントン会議が開かれ、「極東問題」（＝利）が
俎上に載せられるようになると、国内から反対論が上がり、圧力団体の運動も出現するにいたった
理由であろう。
　この一年余りの軍縮主張、運動の中、石橋湛山、東洋経済新報の植民地放棄論の到達点や、田川
大吉郎のキリスト教的平和主義思想と国際聯盟協会を背景にした弛まない努力は、今日において確
かにおおいに評価、賞賛すべきであるが、一方、尾崎行雄に代表された大正デモクラットの議会内
外における地味な努力と宣伝活動は、不徹底の面があるにせよ、多くの一般国民を啓蒙し、軍備制
限支持の陣営を大いに拡大し、デモクラシーの流れを広めた歴史的役割も評価すべきであろう。ま
た、「七博士」陣営の分裂、寺尾享に代表され国権擁護の最右翼に位置する華盛頓会議国民連合会も、
少なくとも「軍縮」に応じる姿勢を見せたことも、時勢の変化というべきではなかろうか。
　「軍国主義」が主流だった日本の近代において、この大正デモクラシーとともにあらわれた軍備
縮小運動は歴史の大河における一瞬の閃光にすぎないかも知れないが、平和を希求する日本人の良
識の記録として銘記しなければならない。
注釈
１　 東京帝国大学教授戸水寛人、富井政章、小野塚喜平次、高橋作衛、金井延、寺尾亨、学習院教授中村進午等
が一九〇三年六月、桂内閣に提出した意見書。内閣の外交軟弱を糾弾し、対露開戦を主張した。新聞に報道
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１．はじめに
　どんな製品や店舗であっても、日常的に何らかの欠陥やミスが発生し、それらが不満を生む。中で
も、サービス財の場合はその傾向が潜在的に強いといわれる。サービスの生産は人の関与する度合が
高く、生産と消費が売り手と買い手の相互作用の中で実現されるためである。また、生産におけるイ
ンプットとアウトプットがいつも同じではないために品質の変動性（variability）が大きいことなど
も原因である。
　競争上、先発優位という言葉があるが、一般的に、顧客は先発企業を選好する傾向がある。その場
合は、もし不満を感じても何も言わずに我慢するかもしれない。しかし、何かの手違いで後発企業を
選んだ場合は、不満を感じると何も言わずにさっさと先発企業に乗り換えるかもしれない。いずれの
場合も、企業は不満の内容が表明されない限り品質改善の手掛かりが得にくい。言い換えれば、どの
企業も、サービスから生じる不満に絶えず耳を傾け、また、顧客が我慢することのないように気を配
らなければならない。
　本稿は、事前に評価の難しい経験財であるサービス、その中でも人に作用を及ぼすサービスを対象
に、差異化戦略の形成・実行という従来から議論されてきた論点に新たに公正論の視角を加えて戦略
形成プロセスの考察を行うものである。サービスでの差異化は、競争企業による模倣や同質化競争が
激しい。しかし、サービス特有の顧客我慢に向き合い、不満の発散や除去など真摯に対処するプロセ
スを持った差異化であれば、理論的にも公正感を高めて、顧客に支持され正当化される可能性がある
ことを明らかにする。公正とは人々が自分にふさわしいものを受け取っている状態であり、公正は対
人行動が適切かどうかを評価する１つの基準である（遠藤, 2009）。また、ある行為や決定を社会的
に正当化する根拠となる価値であり、信頼を構成する要素の一部と考えられている（Ring & Van de 
Ven, 1994）。
　全体は次のように構成されている。第２節、第３節では、差異化戦略、公正理論などの先行研究を
検討し、第４節で差異化属性の置き換えという本研究の論点を示す。第５節では、公正論の観点から
サービスの差異化の戦略形成プロセス
―公正論の視角から―
Process of Building Differentiation Strategy in Servive Business: 
From a Viewpoint of Justice Theory
北　　　真　収
Masanobu Kita
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32　 「海軍軍備制限ニ関スル条約説明書」JACAR（アジア歴史資料センター）Ref.B04122564200、華盛頓会議関
係一件／諸条約批准関係第二巻､ 23#（外務省外交史料館）。
33　「華盛頓会議と全国有志大会」『京城日報』一九二一年一一月一九日。
34　 土田宏成「ワシントン会議と世論--海軍軍縮反対運動とその影響」『日本歴史』（七五七号）二〇一一年六月、
七四頁。
35　『大阪毎日新聞』一九二一年月一一月三〇日、前掲『国際聯盟』二巻二号、二六頁より引用。
36　「腰の弱い全権叱咤の声」『東京朝日新聞』一九二一年一一月二八日、夕刊。
37　「我全権引揚げよ」『東京朝日新聞』一九二一年一二月七日、夕刊。
38　「国民聯合会演説」『東京朝日新聞』一九二一年一二月八日。
39　中嶋晋平「戦間期における地方紙の軍縮論」『都市文化研究』、第一二巻、二〇一〇年、二四～三四頁、参照。
40　 対米軍艦の保有率について日本は七割を要求していたが、開会後米国より六割の修正案が出た。これで、日
米感情は悪化した、と言われる。
41　『国際聯盟』一巻九号、一九二一年一二月、一五頁。
